
令和５年伊賀市議会 12 月定例月会議に係る記者会見 

 

 

2023（令和 5）年 11月 27日（月）午前 10時～ 
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１. 市長からの発表 

 
 

 

 

 

２. 議会提出議案について 
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令和５年伊賀市議会12月定例月会議提出議案概要 

                       （予算議案を除く。） 

12月１日提出分 

議案 

番号 
件名 理由及び内容等 担当部署 

147 督促手数料の廃止に

伴う関係条例の整備

に関する条例の制定

について 

【制定理由】市税及び地方自治法第231条の３に規定され

る市の歳入に係る督促手数料を廃止することで、債権管

理業務を効率化し、収納率の向上を目指すため。 

【制定内容】伊賀市市税条例など関係する５つの条例にお

いて、督促手数料に係る規定を削除するほか、字句の整

理等所要の改正を行う。 

《改正する条例》 

 ・伊賀市市税条例 

 ・税外収入金に係る督促手数料及び延滞金徴収条例 

・伊賀市介護保険条例 

・伊賀市水道事業給水条例 

 ・伊賀市後期高齢者医療に関する条例 

【施行期日】令和６年４月１日 

収税課 

148 伊賀市職員の給与に

関する条例の一部改

正について 

【改正理由及び改正内容】令和５年８月の人事院勧告及び

令和５年 10 月の三重県人事委員会勧告に準じ、初任給

を始め若年層に重点を置いた給料表の全体的な引上げ

並びに期末手当と勤勉手当の支給月数をそれぞれ 0.05

月分（再任用職員は0.025月分）引上げる給与改定を行

う。 

【施行期日】公布の日（給料表の改正については、令和５

年４月１日から適用） 

人事課 

149 伊賀市短時間勤務会

計年度任用職員の報

酬、期末手当及び費

用弁償に関する条例

の一部改正について 

【改正理由及び改正内容】令和５年８月の人事院勧告に準

じ、短時間勤務会計年度任用職員に適用される期末手当

の支給月数を0.025月分引上げる給与改定を行う。 

【施行期日】令和６年４月１日 

人事課 

150 伊賀市体育施設条例

の一部改正について 

【改正理由及び改正内容】伊賀市民体育館と一体的な利用

に供してきた管理棟の多目的室について、個別に使用で

きるようその利用料金を定めるほか、利用者の減少や施

設の老朽化が著しい青山テニスコートについて、体育施

設としての用途を廃止する。 

【施行期日】令和６年４月１日 

スポーツ振興

課 

 

151 いがまち保健福祉セ

ンター設置及び管理

に関する条例の一部

改正について 

【改正理由及び改正内容】いがまち保健福祉センターの機

能を保健センター側に集約するため、貸室の区分及び使

用料の額を改正し、また、施設の休館日及び利用時間に

ついても見直すほか、字句の整理等所要の改正を行う。 

【施行期日】令和６年４月１日 

医療福祉政策

課 
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152 

 

伊賀市国民健康保険

税条例の一部改正に

ついて 

【改正理由及び改正内容】「全世代対応型の持続可能な社

会保障制度を構築するための健康保険法等の一部を改

正する法律」の施行に伴い、出産被保険者に係る国民健

康保険税の所得割と均等割について、出産予定月の前月

から４か月間（多胎妊娠の場合は出産予定月の３か月前

から６か月間）減額するための規定を設けるほか、所要

の改正を行う。 

【施行期日】令和６年１月１日 

保険年金課 

153 伊賀市上野図書館設

置条例の一部改正に

ついて 

【改正理由及び改正内容】伊賀市公共施設適正化計画の進

捗に伴い、図書館機能の再編を一部先行して実施し、令

和６年３月末をもって上野図書館阿山図書室を廃止す

ることから、条例に定める施設の名称及び位置を削除す

る改正を行う。 

【施行期日】令和６年４月１日 

上野図書館 

 

154 伊賀市火災予防条例

の一部改正について 

【改正理由及び改正内容】総務省が定める「対象火気設備

等の位置、構造及び管理並びに対象火気器具等の取扱い

に関する条例の制定に関する基準を定める省令」が令和

５年５月に一部改正され、蓄電池設備に係る規制単位と

火災予防上必要な措置の見直し、並びに固体燃料を用い

た厨房設備の離隔距離に関する基準の追加などの改正

が行われたことから、これに準じ同様の改正を行う。 

【施行期日】令和６年１月１日 

予防課 

155 治田ふれあいプラザ

の設置及び管理に関

する条例の廃止につ

いて 

【廃止理由】治田ふれあいプラザを地域の集会施設として

地元へ譲渡するに当たり、公の施設としての用途を廃止す

るため。 

【施行期日】令和６年４月１日 

環境センター 

156 伊賀市障害福祉サー

ビス事業所の設置及

び管理に関する条例

及び伊賀市障がい者

グループホーム設置

及び管理に関する条

例の廃止について 

【廃止理由】きらめき工房いが、きらめき工房あおやま及

び阿山ホームかざぐるまを令和６年４月から民営化す

るに当たり、公の施設としての用途を廃止するため。 

【施行期日】令和６年４月１日 

障がい福祉課 

157 財産の無償譲渡につ

いて 

（治田ふれあいプラ

ザ） 

【提案理由】治田ふれあいプラザを無償で譲渡することに

ついて、地方自治法第96条第１項第６号の規定により、

議会の議決を求めるため。 

譲渡の相手方：伊賀市治田5244番地の４ 

治田区自治会 区長 森 清 

環境センター 

158 財産の無償譲渡につ

いて 

（きらめき工房い

が、きらめき工房あ

おやま、阿山ホーム

かざぐるま） 

【提案理由】きらめき工房いが、きらめき工房あおやま及

び阿山ホームかざぐるまの民営化に伴い、建物を無償で

譲渡することについて、地方自治法第 96 条第１項第６

号の規定により、議会の議決を求めるため。 

譲渡の相手方：津市本町26番地13号 

社会福祉法人洗心福祉会  

理事長 山田 純大 

障がい福祉課 
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159 

～ 

164 

指定管理者の指定に

ついて 

【提案理由】現在の指定管理者の指定を取り消すことに伴

い令和６年２月から新たな指定管理者を指定すること

になる１施設、令和５年度末で指定管理者の指定の期間

が満了する７施設及び令和６年度から新たに指定管理

者制度を導入する１施設に係る指定管理者を指定する

ことについて、地方自治法第244条の２第６項の規定に

より、議会の議決を求めるため。 

【対象施設】 

 《指定取消しに伴う新規指定》 

  ・壬生野放課後児童クラブ 

《期間満了》 

・放課後児童クラブ第２フレンズうえの 

・史跡旧崇広堂、旧小田小学校本館、三重県指定有形

文化財（建造物）入交家住宅、名勝及び史跡城之越

遺跡 

・伊賀焼伝統産業会館 

・岩倉峡公園キャンプ場 

《新規》 

 ・矢持地区市民センター 

青山支所 

こども未来課 

文化財課 

商工労働課 

都市計画課 

165 公平委員会委員の選

任について 

【提案理由】公平委員会委員１名の任期が令和５年 12 月

24日に満了することから、後任の公平委員会委員の選任

について、地方公務員法第９条の２第２項の規定によ

り、議会の同意を求めるため。 

【提案内容】 

候補者：本城 祐貴 氏《再任》 

任 期：令和５年12月25日から４年間 

公平委員会 

166 教育委員会委員の任

命について 

【提案理由】教育委員会委員１名の任期が令和５年 12 月

24日に満了することから、後任の教育委員会委員の任命

について、地方教育行政の組織及び運営に関する法律第

４条第２項の規定により、議会の同意を求めるため。 

【提案内容】 

候補者：野口 徹 氏《再任》 

任 期：令和５年12月25日から４年間 

教育総務課 

 



令和5年伊賀市議会
12月定例月会議に係る

記者会見

2023（令和５）年１１月

伊賀市財務部財政課

令和５年度 一般会計補正予算（第７号）等

1



（１）一般会計（補正第７号）
〇７４６，３３３千円の増額

・議会費 ９００千円
・総務費 ５６７，０７６千円
・民生費 １２８，６５２千円
・衛生費 △６４，５９９千円
・農林業費 ４，８６２千円
・商工費 １６，４５９千円
・土木費 △９１，７６５千円
・消防費 ５５，９８０千円
・教育費 １３５，２９４千円
・公債費 △６，５２６千円

一般会計補正後予算額 ４９，１３２，９７５千円
※補正前 ４８，３８６，６４２千円

〇繰越明許費の補正
〇債務負担行為の補正
〇地方債の補正 2

予算の規模
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予算の規模

＜特別会計＞
（２）国民健康保険事業特別会計（補正第３号）

〇１０３，７１６千円（事業勘定）
〇 ４６２千円（直営診療施設勘定診療所費）
〇債務負担行為の補正

（３）駐車場事業特別会計 （補正第１号）
〇 ２，９５１千円
〇債務負担行為の補正

（４）介護保険事業特別会計 （補正第１号）
〇４７９，３６１千円
〇債務負担行為の補正

（５）後期高齢者医療特別会計 （補正第２号）
〇 １，３６６千円
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予算の規模

＜企業会計＞
（６）病院事業会計 （補正第２号）

〇 １６，３６１千円
〇債務負担行為の補正

（７）水道事業会計 （補正第３号）
〇３６６，９２３千円
〇債務負担行為の補正

（８）下水道事業会計 （補正第２号）
〇 △７２２千円
〇債務負担行為の補正

★全会計補正予算額 １，７１６，７５１千円の増額

全会計補正後予算額 ８６，８９１，６３９千円
※補正前 ８５，１７４，８８８千円
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〇一般職 ５７５，１５６千円
＜主な内訳＞
・報酬 ９，６５５千円
・給料 △ ４８，５５０千円
・職員手当 ６０６，８７１千円
・共済費 ７，１８０千円

＜職員手当の主な内訳＞
・扶養手当 △ ７，４１５千円
・時間外勤務手当 ８１，２２９千円
・休日勤務手当 １３２千円
・管理職手当（管理職特勤含む）△ ３，７６７千円
・期末手当 ８，３０７千円
・勤勉手当 ５，０８９千円
・特殊勤務手当 △ １，８６４千円
・退職手当 ５２４，０６０千円 など

職員人件費

【職員人件費の概要】（担当：人事課）

・人事院勧告による給料表の改定、期末手当（一般職０．０５月分、再任用０．０２５月分）

及び勤勉手当支給月数（一般職０．０５月分、再任用０．０２５月分）の引き上げ

・一般職の退職手当について、勧奨退職者及び依願退職者等を加味



子育て支援対策事業

【事業の概要】（担当：こども未来課）

妊婦や子育て世帯が行政サービスを利用するなかで、専門的な聞取りが必要なために時間を要する手続き
について、予約制の導入により、窓口での待ち時間の解消に繋げることで市民の利便性を向上させるととも
に、職員の事務負担を軽減するためにオンライン窓口予約システムを構築する。

制度概要

事業費

●システム等使用料 １１０千円

●対象サービス

事業名 実績 所要時間

母子健康手帳交付 445件（R4実績） 聞取りから制度説明等、概ね1時間

児童扶養手当申請 77件（R4実績） 聞取りから申請書作成まで概ね１時間

特定不妊治療費助成申請
63件（R4実績）
65件（R5.8.29現在）

聞取りから申請書作成まで概ね30分間
（令和5年度から対象者拡大のため、申請者数増加）

子育て支援ヘルパー派遣 50回（R4実績） 聞取りから申請書作成まで概ね30分間

各種教室の受付
参加申込み月1回×4教室
(1教室20名程度)

電話にて聞取り(1件５分程度)
6

●導入経費 ５フォーム 50,000円／月 ※2024（令和６）年２月～

・同時間帯に来客が複数になることがあり、保健師や担当職員の在席状況により市民を待たせてしまう。
・母子健康手帳交付や不妊助成申請は個室が望ましく、対応できる場所が限られる。

●現状課題



保育所管理運営事業

事業費

● 総事業費 １，９９３千円
うち、当該事業に係る備品購入費 １，２７０千円

※債務負担行為設定：使用済み紙おむつ定期収集運搬業務委託経費 19,712千円

保育対策総合支援事業費補助金（国１／３、県１／３） 1,064千円
財源：

伊賀市新型コロナウイルス感染症対策基金 770千円

・ダストボックス １５台
・おむつペール ５７台

● 保育環境改善等事業費補助金 １，６４８千円
うち、当該事業に係る補助金 １，３５７千円

保育対策総合支援事業費補助金（国１／３、県１／３） 899千円
財源：

伊賀市新型コロナウイルス感染症対策基金 458千円
事業費

7

私立保育所等補助金

補助対象：社会福祉法人伊賀市社会事業協会 １３施設

【事業の概要】（担当：保育幼稚園課）
現在、公立保育所及び私立保育所（園）では、紙おむつを保護者が持参し、使用済み紙おむつを保護者が持ち帰ることとし

ている。
このたび、厚生労働省から2023（令和５）年１月２３日付け事務連絡により保育所等において使用済みおむつの処分を行

うことを推奨され、これを受けて、2024（令和６）年４月より使用済みおむつの持ち帰りを廃止し、各保育所等にて処分す
ることとし、市内の保育所等を使用する全ての子育て世帯の負担軽減を図ることとする。

【使用済み紙おむつ持ち帰り廃止 ①】
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制度概要

●現状課題
・これまで使用済みおむつは、「便の回数や状態を保護者に確認してもらう」ことを主な目的に保護者の方が持ち帰っ

ていたが、持ち帰ってもそのまま廃棄する保護者が大半で、目的と現状がかみ合っていない。
・３歳未満児の保育需要が拡大している中、保護者からは持ち帰りの廃止についての意見・要望も出ている。

●効 果
・使用済み紙おむつを持ち帰る事が無くなることで、保護者の大きな負担軽減になるとともに、働く保育士等にとって

も使用済みおむつに書かれた名前を確認し、子ども毎に保護者が持参したビニール袋に入れるという振り分け業務が
なくなり負担軽減を図れる。

●実施時期 2024（令和６）年４月1日から一斉実施

●実施方法
・各施設に週２～３回程度使用済み紙おむつを一般廃棄物として収集業務を委託する。

※子どもの体調等の保護者への伝達は、健康手帳への記入、及び保護者に直接説明する等、情報提供を行う。

●県内の実施状況
【公立保育所】 桑名市・鳥羽市・伊賀市 → 未実施

【私立保育所等】尾鷲市・伊賀市 → 未実施
※他自治体（鳥羽市を除く）では、自所（園）にて廃棄対応を実施している。

〇津市・伊勢市は、補助制度あり
〇四日市市は、市が収集運搬業務を発注
〇熊野市・志摩市は、市が収集・処分を実施

【使用済み紙おむつ持ち帰り廃止 ②】



保育所管理運営事業

【事業の概要】（担当：保育幼稚園課）
西柘植保育園において、１歳児の増加に伴い保育室を増室する必要があることから、教材室を新たに保育

室として使用するために空調整備等を行う。

整備箇所

事業費

●事業費 ２，０４５千円 （財源：伊賀市新型コロナウイルス感染症対策基金 2,045千円
・修繕料 ９８千円 ・工事請負費 １，９４７千円

9



10

伊賀米等生産振興対策事業 【被害小麦臨時処分事業補助金】

【事業の概要】（担当：農林振興課）

市内全域で発生した小麦の赤カビにより、被害を受けた小麦を大量に処分するため、一括処分に係る経費
の一部を補助する。今回被害を受けた小麦の品種は、タマイズミ（伊賀市外ではほぼ生産されていない）で、
通常出荷できた数量は約８６トンで、残りの約９０５トンが赤カビの被害を受けた。

小麦は、伊賀市水田農業ビジョンにおいて、主要な転作作物として位置づけられており、今回は災害級の
被害であることから、一括処分に係る経費を支援する。

制度概要

●補助対象者 伊賀ふるさと農業協同組合

●補 助 額 処分費の１／２

●処分量

事業費

● 補助金 ７，０６７千円

生産者

•生産面積約４５４ha

•数量約９９１トン

JA

•一括保管

•通常出荷約８６トン

被害総量

•９０５トン

飼料用とし
て活用

•約６７４トン

廃 棄

•約２３１トン

<<<原因>>>
6月2日に降った日合計144mmの大雨により、ほ
場がぬかるみ、収穫が難しい状況となった。
その後、天候が回復するまで長雨が続いたため、多
くのほ場で刈り遅れとなり、この間に病原菌が一気
に広まったと考えられる。



交通安全施設維持修繕経費

【事業の概要】（担当：道路河川課）
市道久米小田線（白鳳通り）のセンターラインや交差点の右折レーン表示がほとんど消失しており、非

常に危険な状況である。当該路線は、交通量が多いことから至急区画線の改修工事行う。

修繕箇所

事業費

●工事請負費 １，０７５千円
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公園施設維持管理経費 ①

【事業の概要】（担当：都市計画課）
台風７号等の被害による都市公園施設の修繕や倒木処理等を行う。

事業費

●事業費 ５，００３千円
・修繕料 ８４４千円 ・樹木等緑地管理業務委託料 ２，２０５千円 ・清掃業務委託料 １，９５４千円
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修繕箇所 ※緊急性が高いため、処理済み



公園施設維持管理経費 ②

【事業の概要】（担当：都市計画課）
台風７号等の被害による都市公園施設の修繕や倒木処理等を行う。

13

樹木伐採箇所 ※６・７以外、は緊急性が高いため、処理済み



整備状況

（小学校）施設改修事業 ① 【特別教室空調設備設置工事】

【事業の概要】（担当：学校施設室）
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＜整備率＞

〇普通教室 １００％

〇特別教室等 ８６．６％

８９．１％

・小学校施設設計業務委託料 ２，６９５千円

事業費

＜柘植小学校＞４教室
第１理科室、第２音楽室、
家庭教室、図画・工作室



整備状況

（小学校）施設改修事業 ② 【トイレ改修工事】

【事業の概要】（担当：学校施設室）

15

・小学校施設設計業務委託料 ２，６９５千円

事業費

中瀬小学校：児童用 ６基 、西柘植小学校：児童用 ６基



整備状況

（中学校）施設改修事業 ① 【特別教室空調設備設置工事】

【事業の概要】（担当：学校施設室）
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＜整備率＞

〇普通教室 １００％

〇特別教室等 ８６．１％

８７．４％

・中学校施設設計業務委託料 ２，６９５千円（緑ケ丘中学校）

事業費

＜緑ケ丘中学校＞２教室
木工教室、調理教室



整備状況

（中学校）施設改修事業 ② 【トイレ改修工事】

【事業の概要】（担当：学校施設室）
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・小学校施設設計業務委託料 ２，６９５千円

事業費

崇広中学校：生徒用 ５基 、阿山中学校：生徒用 ８基
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主な債務負担行為補正

＜一般会計＞



制度概要

債務負担行為 【公共施設照明LED化ESCO事業業務委託経費①】

【事業の概要】（担当：資産経営課）

19

2022（令和４）年度伊賀市公共施設等の利活用に関する民間提案制度において提案を採用した「公共施
設照明LED化ESCO事業」により、公共施設の水銀灯や蛍光灯等の照明設備を一斉にLED化を行う。

●対象施設
市内小中学校24校、道路灯443基、公園灯29公園
※学校、公園灯については既LED化設備等を除く

●導入効果
事業者との契約時にLED化による削減効果額を事業者が保証し、保証された削減効果額の範囲内で

の初期投資（LED化）を実施することで、新たな財政負担なく照明のLED化を実施できる。

●ESCO事業
施設等の設備を省エネ化改修することで光熱費を削減し、削減された光熱費で発生する改修費等を

賄う手法。
「削減される光熱費の１５年間分で省エネ化改修工事費が賄えるか」を施設ごとに判断し、賄える

と判断した施設を対象とし、事業者が自己資金でLED化を実施するもの。
なお、改修後の光熱費削減額が予定額に達しない場合は、その額を事業者が保証することとなるリ

スクを負うことがESCO事業の特徴。（リース事業の場合は、予定額に達しない場合も市の支払額は
変わらない）。

●単年度削減保証額等
光熱費削減額42,029千円/年×15年（令和7～21年度）＝630,439千円

⇒ このうち、工事費・検証費等 45,434千円/年×10年（令和7～16年度） ＝454,340千円
工事費・検証費等 35,204千円/年×5年（令和17～21年度） ＝176,020千円

を事業者へ支払うこととなる。



制度概要

債務負担行為 【公共施設照明LED化ESCO事業業務委託経費②】
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・ESCO事業の効果

省
エ
ネ
ル
ギ
ー
効
果

光
熱
費
・
修
繕
費
等

光
熱
費

・

修
繕
費
等

市の利益

市の利益

ESCO事業者の経費

返
済
分

金利

初期投資

事
業
費
の
支
払
額

ESCO事業者が
削減効果を保証

導入前 ESCO事業期間 契約期間終了後

ESCO事業のイメージ

対象施設の令和４年度実績
147,734千円

光熱費・修繕費等

更新対象外分（既設LED等）
60,679千円/年
ESCO事業対象分
21,650千円/年

42,029千円×15年
=630,439千円の範囲
内で設備更新

削減効果
42,029千円/年



制度概要

債務負担行為 【子どもの学習・生活支援事業委託経費（集合型）】

【事業の概要】（担当：生活支援課）

21

同事業については、現在学習支援員が各家庭へ出向き個別対応（訪問型）で実施しているが、進学を控え

た中学生を教えられる学習支援員が不足していることや、訪問を嫌う家庭が一定数存在し、支援が入りにく
い状況にある。そのため、中学生を対象に貧困の連鎖を防ぐことを目的とし、学習支援及び生活支援を通じ
て、学力向上と生活習慣を取得する事業を施設集合型で実施する。

●背景

世帯収入が低いほどテストの正解率の低下に繋がりやすいという傾向が認められ（三重県子どもの貧

困対策計画）、また、内閣府の調査でも生活保護世帯やひとり親世帯の高校進学率は低いことが報告さ
れている。

●既存の子どもの学習・生活支援事業との比較

●開催方向
施設集合型 20名程度、1人当たり年間40回程度

●県内他市の状況
【三重県】中学生・高校生を対象

訪問型・施設集合型を実施

【他市】訪問型のみ：当市を含め３市
集合型のみ：６市
訪問型と施設集合型を両方：３市
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財政調整基金等の状況（第7号補正）


